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○工場立地法（昭和三十四年三月二十日法律第二十四号）（抄） 
 
（工場立地に関する準則等の公表）  
第四条  経済産業大臣及び製造業等を所管する大臣は、関係行政機関の長に協議し、かつ、
産業構造審議会の意見を聴いて、次の事項につき、製造業等に係る工場又は事業場の立

地に関する準則を公表するものとする。  
一  製造業等の業種の区分に応じ、生産施設（物品の製造施設、加工修理施設その他
の主務省令で定める施設をいう。以下同じ。）、緑地（植栽その他の主務省令で定める

施設をいう。以下同じ。）及び環境施設（緑地及びこれに類する施設で工場又は事業

場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するものとして主務省令で定めるものをい

う。以下同じ。）のそれぞれの面積の敷地面積に対する割合に関する事項  
二  環境施設及び設置の場所により工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の悪化を
もたらすおそれがある施設で主務省令で定めるものの配置に関する事項  
三  前二号に掲げる事項の特例に関する次に掲げる事項  
イ 工業団地（製造業等に係る二以上の工場又は事業場の用に供するための敷地及び

これに隣接し、緑地、道路その他の施設の用に供するための敷地として計画的に取

得され、又は造成される一団の土地をいう。以下同じ。）に工場又は事業場を設置す

る場合に、工業団地について一体として配慮することが適切であると認められるも

の 
ロ 工業集合地（製造業等に係る二以上の工場又は事業場が集中して立地する一団の

土地（工業団地を含むものを含む。）をいう。以下同じ。）に隣接する一団の土地に

緑地又は環境施設が計画的に整備されることにより周辺の地域の生活環境の改善に

寄与すると認められる工業集合地に工場又は事業場を設置する場合に、工業集合地

及び緑地又は環境施設について一体として配慮することが適切であると認められる

もの 
２  経済産業大臣及び製造業等を所管する大臣（工場立地に伴う公害の防止に係る判断の
基準となるべき事項にあつては、経済産業大臣、環境大臣及び製造業等を所管する大臣）

は、関係行政機関の長に協議し、かつ、産業構造審議会の意見を聴いて、第二条第一項

の調査に基づき、製造業等に係る工場又は事業場の立地に関し事業者の判断の基準とな

るべき事項を公表するものとする。  
 
第四条の二  都道府県は、当該都道府県の区域のうちに、その自然的、社会的条件から判
断して、緑地及び環境施設のそれぞれの面積の敷地面積に対する割合に関する事項（以

下この条において「緑地面積率等」という。）に係る前条第一項の規定により公表され

た準則によることとするよりも、他の準則によることとすることが適切であると認めら
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れる区域があるときは、その区域における緑地面積率等について、条例で、次項の基準

の範囲内において、同条第一項の規定により公表された準則に代えて適用すべき準則

（第九条第二項第一号において「地域準則」という。）を定めることができる。  
２  経済産業大臣及び製造業等を所管する大臣は、関係行政機関の長に協議し、かつ、産
業構造審議会の意見を聴いて、緑地面積率等について、緑地及び環境施設の整備の必要

の程度に応じて区域の区分ごとの基準を公表するものとする。  
３  第一項の条例においては、併せて当該区域の範囲を明らかにしなければならない。 


